
Ⅰ．はじめに

　不在村者所有林の増加による林業生産活動の停滞（柳幸，

２０００）や林家の経営マインドの後退と再造林放棄の増加（堺，

１９９９）が報告されるなど，近年，森林の施業が十分に実施されて

いるとは言い難い。所有者自身の手で施業を実施することが困難

であれば，所有者以外の主体が受託して施業を行うことが問題の

解決策の一つといえる。また，施業の対象となる森林は一定程度

以上の面積があるほうが技術面および経営面から効率的であるた

め，集団化は造林から伐採までの施業の採算性の改善にも資する

と考えられている。ただし，施業の受託，あるいは集団化を伴う

受託のいずれを行うにしても，所有者の同意を得られるかどうか

が受委託契約の成立のためのポイントの一つとなる。

　所有者の施業集団化に対する意向について分析した先行研究で

は，所有規模の大きい所有者が集団化への関心が高いこと（笠松，

１９９７）や，集団化の意義が所有者にあまり理解されていないこと，

林業経営に積極的な所有者が集団化への関心が高いこと（都築，

２００１；都築・山田，１９９９）などが指摘されている。

　以上のような問題認識と先行研究をふまえて，本研究では熊本

県林務水産部林政課が２００１年に実施した委託による施業集団化に

対する所有者意識調査結果をもとに，どのような属性の所有者が

委託による集団化に高い関心を持っているのかを考察することを

目的とした。とくに，先行研究では分析されていなかった，集団

化に対する所有者意識の地域による差異や２つ以上の所有者属性

を独立変数とした多変量間の関係を分析することにより上述の目

的にアプローチした。

Ⅱ．調査の対象と分析方法

　調査は，熊本県の人吉市，水俣市，鹿北町，小国町，久木野村，

中央町，矢部町，および苓北町の８市町村の森林所有者１，２００名

を対象として，郵送により実施した。調査対象の市町村は熊本県

内全域の所有者意識を把握する方針で任意に選択した。調査対象

市町村における林業や社会経済についての概要は表－１の通りで

ある。全体の回収率は３４．８％で，市町村別では水俣市，鹿北町，

久木野村などで高く，中央町や苓北町で低かった（表－２）。表

－１から，苓北町は就業者数および生産の両面で林業への依存は

低く，それが回収率の低さに結びついているように思われる。
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　主な質問項目は委託による集団化に対する意向，森林の手入れ

状況に対する認識，森林の手入れの主体，および所有森林面積や

年齢などの所有者属性である。

　本稿は，委託による集団化に対する所有者の意向（以下，委託

意思とする）がどのような要因で形成されるのかを考察するのが

目的である。そこで最初に，委託意思とそれ以外の森林の手入れ

に対する認識や諸属性などとの２変数間の関係についてクロス集

計によって分析した。その結果，のちにみるように，委託意思と

森林所在市町村との間に関連が見出された。この原因を探るため

に，森林所在市町村以外の２つ目の独立変数を含む３変数間の関

係を数量化２類（林・駒沢，１９８２）によって分析した。また最後

に，分析によって明らかにされた委託意思の形成要因と２００２

（H１４）年度以降の調査対象市町村における施業計画策定の実態

との整合性について考察した。

Ⅲ．結　　果

　１．２変数間の分析結果

　今回の調査結果では，回答者全体のうち，４割以上の所有者が

長期施業委託に契約する可能性がある内容の回答をした（図－

１）。ただし，そのうちの８割以上の所有者は条件次第で長期施

業契約を結ぶと答えた。そこで，契約のためにどのような条件が

必要かをたずねた結果を見ると，将来の収益性よりも現在の費用

がかからないことを重視している所有者が多いことが分かった

（図－２）。

　続いて，所有面積，森林所在市町村，手入れの十分さ，手入れ

の主体（委託か自力か），在村形態（在村か不在村か），および年

齢の６つの変数について，委託意思との関連性をクロス集計し，

χ２値によって変数間の独立性を検定した。また，森林所在市町

村以外の順位付け可能な変数については連関の測度も算出した。

その際，委託意思については図－１に示されている回答の選択肢

のうち，「依頼したい」もしくは「条件次第」を「委託の可能性

あり」に，「依頼したくない」を「委託の可能性なし」に分類し，

「わからない」および「無回答」とした所有者は分析から除外し

た。

　独立性の検定の結果，所有面積（３区分），森林所在市町村，

手入れの十分さ，および手入れの主体の４つの変数と委託意思と

の間に関連が認められた（表－３）。所有面積については，５０ha

を境に，それ以上の所有者で委託意思が高いことが分かった。

５０ha 以下の所有者では，所有規模による差は見られなかった。

森林所在市町村については，中央町，矢部町，苓北町で長期施業

委託に関心の高い所有者の割合は低かった。森林への手入れの実

施状況との関係では，所有している森林の手入れが不十分だと考

えている所有者，森林組合などに作業を委託している所有者で委

託意思が高いことが分かった。手入れの十分さと方法の２つの変

数については，連関の測度も有意だった。

　今回の結果では，所有者の年齢および在村形態と委託意思との

間に関連は認められなかった。年齢との関係については，８０代以

上の所有者で委託意思が高い傾向が見られたものの，５％水準で

有意ではなかった。在村形態との関係については，今回の調査対
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表－１．調査対象市町村の概況

民有人
工林９齢級
以上面積
割合２）

作業の委
託・請け
負わせ割２）

間伐実施
林家割合２）

下刈りな
ど実施林
家割合２）

林家数２）

私有林の
不在村者
保有面積
割合２）

市町村内
総生産に
占める林
業生産の
割合３）

林　業
就業者
割合１）

林野率２）総土地
面積２）

生産年齢
人口割合１）

人　口
増加率

（１９９０～　
２０００年）１）

総人口１）市町村

（％）（％）（％）（％）（戸）（％）（％）（％）（％）（ha）（％）（％）（人）

２８．６４０．０２２．９４０．０３９２２１．７０．８１１．１６７５．６２１，０５５５９．３－３．４３８，８１４人吉市

３８．８２３．４３３．６３３．３７３２１０．５０．４４０．４２７４．８１６，２８６５８．７－１０．０３１，１４７水俣市

４７．９２２．１４５．２４５．２２７１１５．５０．８２０．７３６６．３４，１７１５６．７－６．１５，２０６中央町

４６．４２２．６４１．３４９．８５０６１５．９２．６９０．５２６７．９８，６１７５５．０－１０．２５，２９０鹿北町

３９．０３４．３４６．０６１．５６８３７．７２．７０２．４７７８．１１３，７１９５５．９－９．１８，９５４小国町

３０．２５８．３１５．８４２．１８３３２．１０．７６０．５９６６．７５，０６４５８．０－７．３２，５４７久木野村

４６．４２１．５４２．０４６．７１，０３８６．１１．４５１．５３７５．５２９，６４２５４．０－１３．８１２，３８６矢部町

１２．５２０．６２１．６２３．１２９９１１．５０．０９０．０９６１．４６，６９９５７．７－４．８９，４３６苓北町

１）２０００年国勢調査より。
２）２０００年林業センサスより。
３）熊本県のＨ１２年度市町村民所得推計報告より。

表－２．市町村別回収率

回収率（％）回答者数送付数市町村

２８．４３３１１６人吉市

３９．７５０１２６水俣市

２１．６２４１１１中央町

３９．２６０１５３鹿北町

２５．５６８２６７小国町

３９．４５２１３２久木野村

３７．２５４１４５矢部町

２４．７３７１５０苓北町

－３９－不明

３４．８４１７１，２００計
図－１．長期施業委託による集団化に対する意向



象の不在村保有者はすべて熊本県内に居住している者であること

が，在村者との差が見られなかった理由の一つと考えられる。

　２．３変数間の分析結果

　上のクロス集計では，森林所在市町村によって委託意思に違い

が見られた。なぜこうした違いが見られたのか，これまでの分析

だけでは，表－１に示されている市町村の概況と照らし合わせて

その理由を推測するほかない。そこで，委託意思を外的基準変数，

森林所在市町村と第３の変数の２変数を説明変数とした多重回帰

的な関連を数量化２類によって分析することにより，この問題に

ついて考えることにした。

　最初に森林所在市町村のみを説明変数とした場合の分析結果を

表－４に示した。ここでは説明変数の外的基準に対する影響の大

きさを示す範囲が２．５３となった。なお，市町村ごとのカテゴリ数
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図－２．契約のための条件
（複数回答）（N＝１４９）

表－３．委託意思と諸変数とのクロス集計結果

　委託の可能性　　　　　　　　

連関の測度２）χ２検定１）合計ありなし

所有面積カテゴリ別

γ＝０．１８７χ２＝８．３３５１５５９０６５度数
０－９．９ha

t ＝１．５３２df ＝２　　１００．０％５８．１％４１．９％割合

p＝０．１２６p＝０．０１５６３３５２８度数
１０－４９．９ha

１００．０％５５．６％４４．４％割合

２４２１３度数
５０－ ha

１００．０％８７．５％１２．５％割合

２４２１４６９６度数
合計

１００．０％６０．３％３９．７％割合

市町村別

－χ２＝１８．５８６１８１３５度数
人吉市

－df ＝８　　　１００．０％７２．２％２７．８％割合

－p＝０．０１７　３２１７１５度数
水俣市

１００．０％５３．１％４６．９％割合

１７７１０度数
中央町

１００．０％４１．２％５８．８％割合

４２３０１２度数
鹿北町

１００．０％７１．４％２８．６％割合

５２３５１７度数
小国町

１００．０％６７．３％３２．７％割合

４２３０１２度数
久木野村

１００．０％７１．４％２８．６％割合

４１１８２３度数
矢部町

１００．０％４３．９％５６．１％割合

２９１２１７度数
苓北町

１００．０％４１．４％５８．６％割合

２４１５９度数
不明

１００．０％６２．５％３７．５％割合

２９７１７７１２０度数
合計

１００．０％５９．６％４０．４％割合

手入れの十分さ別

γ＝０．２７８χ２＝７．６３２８３４０４３度数
十分

t＝２．７６５df ＝２　　１００．０％４８．２％５１．８％割合

p＝０．００６p＝０．０２２１４９９３５６度数
一部不十分

１００．０％６２．４％３７．６％割合

５７４０１７度数
不十分

１００．０％７０．２％２９．８％割合

２８９１７３１１６度数
合計

１００．０％５９．９％４０．１％割合

１）χ２：χ２値，df：自由度，p：有意確立を意味する。
２）γ：Goodman と Kruskal のγ，t：t 値，p：有意確立を意味する。順位付け可能な所有者属性についてのみ示す。

 

　委託の可能性　　　　　　　　

連関の測度２）χ２検定１）合計ありなし

手入れの主体別

γ＝０．４２５χ２＝２７．８０５１２０５２６８度数
自力

t＝４．７９１df ＝３　　　１００．０％４３．３％５６．７％割合

p＝０．０００p＝０．０００　７０４９２１度数
一部依頼

１００．０％７０．０％３０．０％割合

４０３３７度数
全部依頼

１００．０％８２．５％１７．５％割合

５７４０１７度数
手入れなし

１００．０％７０．２％２９．８％割合

２８７１７４１１３度数
合計

１００．０％６０．６％３９．４％割合

在村形態別

γ＝－０．１３５χ２＝１．０６３１９６１１８７８度数
在村のみ

t＝－１．０２４df ＝１　　１００．０％６０．２％３９．８％割合

p＝０．３０６　p＝０．３０２８４４５３９度数在村のみ
でない １００．０％５３．６％４６．４％割合

２８０１６３１１７度数
合計

１００．０％５８．２％４１．８％割合

年齢カテゴリ別

γ＝０．１３７χ２＝３．９７０１８１０８度数
４０代以下

t＝１．５５５df ＝４　　１００．０％５５．６％４４．４％割合

p＝０．１２０p＝０．４１０５９３５２４度数
５０代

１００．０％５９．３％４０．７％割合

８２４５３７度数
６０代

１００．０％５４．９％４５．１％割合

９２５８３４度数
７０代

１００．０％６３．０％３７．０％割合

３４２５９度数
８０代以上

１００．０％７３．５％２６．５％割合

２８５１７３１１２度数
合計

１００．０％６０．７％３９．３％割合



量の大きさは先にみたクロス表の相対度数の大きさと同様の分布

となっている。

　次に，森林所在市町村にそれ以外の説明変数を加えた場合の数

量化２類による分析結果を表－５に示した。表では森林所在市町

村以外の説明変数として手入れ状況，手入れ主体，および年齢を

加えたときの結果がそれぞれ示されている。ここで，分析結果の

うち，森林所在市町村の範囲は，これら３つの追加された変数の

それぞれの影響を固定した場合の，森林所在市町村の外的基準に

対する影響の大きさを示している。したがって，森林所在市町村

のみを説明変数としたときの範囲２．５３に比べて，変数を追加した

ときにこの値が小さくなっているとすれば，追加された変数が森

林所在市町村と同様の影響を委託意思に与えたことが原因と考え

られる。表－５によれば，手入れ状況，手入れ主体，および年齢

を２つ目の独立変数として追加したときの森林所在市町村の範囲

は，どれも２．５３より小さい。なかでも手入れ主体と森林所在市町

村を独立変数としたとき，その値は１．６３と最も小さかった。この

とき，市町村別にカテゴリ数量の絶対値の変化をみると，人吉市，

中央町，小国町，および矢部町でその絶対値は比較的大幅に小さ

くなった。これらの地域では，他の地域以上に委託意思の地域性

の原因が手入れ主体の違いにあるといえる。ただし，この場合で

も相関比は小さいため，今回の調査では調べられなかった要因が

存在することに留意する必要がある。なお，在村形態および所有

面積（３カテゴリ）の場合はそれぞれ２．５５，２．８３となった。

　３．施業受託の進捗

　表－６は森林整備地域活動支援交付金の対象となっている森林

面積，そのうちH１４年度末までに交付対象に認定された森林面積，

さらにそのうち受託による施業が計画されている面積を市町村別

に示している。時間的にはこの調査はアンケート調査の１年以上

あとに行われたものである。交付対象面積に占める施業受託の面

積割合は人吉市，鹿北町，小国町などで高く，おおまかにみて所

有者の委託意思の高い地域では実際の施業受託も進んでいると理

解することができる。 

4

Kyushu J. For. Res. No. 57　2004. 3

表－４．委託意思と森林所在市町村の数量化２類結果

範囲カテゴリ数量カテゴリアイテム

２．５２９－１．０２９人吉市

森林所在
市　町　村

－０．９６４久木野村

－０．９６４鹿北町

－０．６２８小国町

－０．２３７不明

０．５２７水俣市

１．２７８矢部町

１．４８４苓北町

１．５０１中央町

相関比＝－０．２０６あり外的基準

０．０６３０．３０４なし委託意思

表－５．３変数による数量化２類結果

範囲カテゴリ数量カテゴリ変数

２．２２９－０．７７３人吉市

森林所在
市町村

０．４８０水俣市

１．１１２中央町

－０．７６７鹿北町

－０．３９８小国町

－０．９２７久木野村

１．００２矢部町

１．３０２苓北町

－０．０８４不明

１．３９８０．８０３十分

手入れ状況 －０．２２０一部不十分

－０．５９５不十分

相関比＝－０．２２７あり外的基準

０．０７７０．３３８なし委託意思

１．６３０－０．３４７人吉市

森林所在
市町村

０．２０４水俣市

０．８７３中央町

－０．４１１鹿北町

－０．２９１小国町

－０．７５８久木野村

０．６４２矢部町

０．７７８苓北町

０．１０２不明

１．９４８０．８４５自力

手入れ主体
－０．４７２一部依頼

－１．１０２全部依頼

－０．４２６手入れなし

相関比＝－０．２９５あり外的基準

０．１３４０．４５４なし委託意思

２．３８８－０．７４１人吉市

森林所在
市町村

０．５４５水俣市

１．３５９中央町

－０．８１７鹿北町

－０．４０２小国町

－１．０２８久木野村

１．１３５矢部町

１．２９８苓北町

－０．９１７不明

１．３６４０．１８０４０代以下

年齢

－０．０６０５０代

０．５１３６０代

－０．１３９７０代

－０．８５１８０代以上

相関比＝－０．２３７あり外的基準

０．０８６０．３６５なし委託意思

表－６．森林整備地域活動支援交付金に係る対象森林面積
（H１４年度）１）

　　　　　　　交付された森林面積（ha）　

交付対象面
積に占める
受託の面積
割合（％）
（b）/（a）

うち施業
受託に
よる面積

（b）

交付の対象
となる森林
面積２）（ha）

（a）

市町村

２４．９　１，０８５　１，４７４　４，３４９　人吉市

０．０　２，６００　６，２７８　水俣市

０．０　１，０２６　中央町

４２．４　９７４　９５８　２，２９５　鹿北町

５３．４　３，４４１　３，４２５　６，４４９　小国町

０．０　４５５　９４４　久木野村

０．０　１１８　３，７７８　矢部町

１５．６　３０１　４９９　１，９２４　苓北町

１）出典は熊本県業務資料。
２）対象の齢級の面積を森林簿から算出。



Ⅳ．考　　察

　結果を要約すると，（１）条件次第で委託する意思のある所有

者が比較的多いこと，（２）委託意思には地域差があること，

（３）森林の手入れが不十分と考えており，すでに森林組合など

に作業を依頼しており，所有面積が５０ha を超える所有者が長期

施業委託にもっとも関心が高いこと，また，３変数間の分析から，

（４）地域差の原因の一つは作業をすでに依頼して行っているか

どうかにあること，（５）アンケート調査の結果から委託意思の

高い地域では現実の施業受託も進みやすいことなどが明らかに

なった。一方，年齢および在村形態と委託意思とのあいだに関連

は認められなかった。

　委託による集団化に対する所有者の意向の地域による差異をよ

く理解するためには，従来の施業主体だけでなく，その地域にお

ける受託者と委託者（所有者）との多様な関係を理解する必要が

あろう。その意味で今回の分析結果は要因を部分的に解明したに

すぎない。

　こうした課題は残されているものの，今回の調査から得られた

分析結果をもとに，委託による集団化を進めるためにどのような

手段が有効，あるいは必要なのかを考察すると次のようになろう。

第一に，条件次第で委託すると答えた所有者が多いことから，ど

のような条件で所有者が委託に踏み切るのかを検討することが重

要である。今回のアンケートでは費用がかからないことを重視す

る所有者が多かった。しかしこの場合，誰が費用を負担するのか

が問題となろう。第二に，森林組合などの受託者と所有者との間

の関係が所有者の委託意思に影響していることから，受託者と所

有者との間の良好な関係の構築・維持が重要と思われる。こうし

た関係には地域差が大きいことから，地域の実情に応じた柔軟な

政策運用も必要となろう。また第三に，施業が不十分と考えてい

る所有者の委託意思が高いことから，そうした認識の醸成を目指

した普及に重点を置くことも効果的かもしれない。そして第四に，

たとえ現時点で施業が十分に行われているとしても将来的に施業

が不十分になる可能性が高いことを考えれば，高齢・不在村の所

有者に施業委託の意味を理解してもらうような普及も重要と思わ

れる。

引用文献

林知己夫・駒沢勉（１９８２）数量化理論とデータ処理，２９２pp，朝

倉書店，東京．

笠松浩樹（１９９７）林業経済研究　４３（２）：３７－４４．

柳幸広登（２０００）不在村者所有の動向と今後の森林管理問題　

（現代日本の森林管理問題，志賀和人・成田雅美編，５３５pp，

全国森林組合連合会，東京），８０－１０５．

堺正紘（１９９９）林業経済研究　４５（１）：３－８．

都築伸行（２００１）日林講　１１２：１１６．

都築伸行・山田茂樹（１９９９）森林応用研究　８：２０９－２１２．

（２００３年１０月３１日　受付；２００３年１２月１６日　受理）

5

九州森林研究　No．５７　２００４．３


